
伊丹市告示第１９４号

令和２年度上半期の財政事情及び　

令和元年度決算状況の公表について

　地方自治法第２４３条の３第１項及び「財政事情」の作成及び公表に関する

条例（昭和２３年条例第１０７号）第４条第１項の規定により，令和２年度

上半期の財政事情及び令和元年度決算状況を別紙のとおり公表する。　

令和２年１２月１日

伊丹市長　藤　原　　保　幸　　



一般会計 （単位：千円）
 (歳入)  (歳出)

予算現額 収入済額 款 予算現額 支出済額
30,600,424 15,324,359 総　務　費 34,014,752 23,976,029
4,112,000 2,223,969 民　生　費 27,502,041 9,984,428
5,900,000 4,296,202 衛　生　費 4,912,663 1,762,268

43,237,694 27,289,128 労　働　費 95,700 42,717
1,634,112 65,153 商　工　費 1,462,552 530,445
2,710,655 0 土　木　費 7,133,724 3,806,977
2,721,967 761,810 教　育　費 22,682,636 7,082,219

11,120,800 0 公　債　費 7,443,102 4,901,289
6,878,186 2,728,745 そ　の　他 3,668,668 1,215,586

108,915,838 52,689,366 合　計 108,915,838 53,301,958
注）計数はそれぞれ四捨五入しているため，合計とは一致しません

特別会計 （単位：千円）
収入済額 支出済額
5,753,351 5,582,587
981,138 1,046,480

5,869,445 5,983,542
8,916 9,343
5,900 2,189
7,257 815
6,438 3,232

12,632,445 12,628,188
注）計数はそれぞれ四捨五入しているため，合計とは一致しません

企業会計 （単位：千円）
収入予算額 支出予算額 支出済額
13,212,987 13,175,747 5,739,572

849,128 1,169,483 283,944
3,941,539 3,651,502 1,547,245
937,069 3,108,714 701,214
378,566 300,332 138,949
67,902 323,299 149,118

4,975,281 4,550,146 2,257,848
2,947,285 5,176,638 2,327,007
2,513,752 2,574,249 1,011,934
144,520 264,049 58,925

16,342,815 16,226,137 7,623,040
300,854 352,737 45,012

 収益的収入及び支出

工業用
水道事業

5,703,378
収入済額

水道事業

94,505
1,833,080

 資本的収入及び支出

 資本的収入及び支出

1,066

令和２年度上半期財政事情及び令和元年度決算状況

　　　　令和２年度各会計において，令和２年９月３０日までに収入及び支出した額は，
　　　次のとおりである。

１　収入及び支出の概況（令和2年 9月30日現在)

会　　計　　名

病院事業
 資本的収入及び支出

国 県 支 出 金
財 産 収 入
繰 入 金

市 債
そ の 他
合 計

会　　　　計　　　　名

諸 収 入

款
市 税
地方消費税交付金
地 方 交 付 税

中 小 企 業 勤 労 者 福 祉 共 済 事 業

12,670
37,440,096

鴻 池 財 産 区
荒 牧 財 産 区
新 田 中 野 財 産 区

予算現額
18,786,591

15,525,613
3,056,146

12,110
31,132

モーターボート
競走事業

 収益的収入及び支出 8,606,560
 資本的収入及び支出 23,400

 収益的収入及び支出

交通事業
 収益的収入及び支出
 資本的収入及び支出

879,117

国 民 健 康 保 険 事 業
後 期 高 齢 者 医 療 事 業
介 護 保 険 事 業

0

合　　　　　計

15,834

 収益的収入及び支出

188,624

下水道事業
487,250

1,432,323
 資本的収入及び支出

 収益的収入及び支出
0



２　住民の負担の状況
令和２年度一般会計予算に
おける市民１人当たりの歳出額 （１世帯当たり
市民１人当たりの負担する税金
（市税） （１世帯当たり
住民基本台帳人口及び外国人登録者人口 203,640 人
同世帯数 92,193 世帯
（令和2年9月30日現在）

３　一般会計における財産の状況　（令和2年9月30日現在）

４　各会計における地方債及び一時借入金の現在高　（令和2年9月30日現在）
　(1)地方債

①一般会計
(事業別) （単位：千円） (借入先別) （単位：千円）

建 設 事 業 等 22,368,238 財 務 省 17,169,345

住 宅 資 金 貸 付 2,136 郵 便 貯 金 2,153,423

公 営 企 業 出 資 2,148,481 簡 易 生 命 保 険 253,924

災 害 救 助 49,973 地方公共団体金融機構 28,891,362

災 害 復 旧 118,424 市 中 銀 行 4,210,974

臨 時 財 政 対 策 29,681,179 共 済 組 合 等 432,643

そ の 他 452,997 兵 庫 県 49,973

そ の 他 1,659,784
合　　　　計 54,821,428 合　　計 54,821,428

②特別会計
　な　し

基　　金
601,965 ㎡ 1,836,681 ㎡ 18,378,608 千円

534,845 円　
1,181,389 円）

150,267 円　
331,917 円）

市の所有する建物床面積 市 の 所 有 す る 土 地



③企業会計
　（会計別） （単位：千円） (借入先別) （単位：千円）

1,917,798 1,911,336
6,462

0
0

1,917,798

11,989,140 3,345,088
8,624,919

19,133
11,989,140

414,772 156,386
258,386
414,772

26,673,977 2,858,131
7,732,706

13,395,089
2,688,051

26,673,977

921,875 921,875
921,875

25,600 25,600
25,600

　（２）一時借入金
①一般会計
　な　し

②特別会計
　な　し

③企業会計
　な　し

モ ー タ ー ボ ー ト 競 走 事 業
合　　計

合　　計

地方公共団体金融機構

簡 易 生 命 保 険

そ の 他

市 中 銀 行

工 業 用 水 道 事 業

交 通 事 業

地方公共団体金融機構

財 務 省

合　　計

病 院 事 業 財 務 省
地方公共団体金融機構
市 中 銀 行

合　　計

財 務 省

下 水 道 事 業

財 務 省

合　　計

地方公共団体金融機構
市 中 銀 行

地方公共団体金融機構

合　　計

そ の 他

水 道 事 業



５　各会計決算状況

一般会計
(歳入) (歳出) （単位：千円）

決算額 款 決算額
31,083,644 総　務　費 8,504,599
3,200,060 民　生　費 27,665,575
6,050,666 衛　生　費 4,904,293
3,009,297 労　働　費 1,232,613

18,827,825 商　工　費 1,034,376
2,017,949 土　木　費 5,620,081
2,535,807 教　育　費 17,429,565
7,780,811 公　債　費 7,339,606
4,179,619 そ　の　他 3,944,553

78,685,678 合　計 77,675,261 1,010,417 △1,055,855

特別会計 （単位：千円）
歳出決算額 歳入歳出差引額 単年度収支
19,003,138 158,169 △162,557 
2,891,386 1,414 △5,762 

14,201,621 149,742 △6,671 
31,237 9 △1,171 
10,808 10,741 10,683 
11,500 58 △29 
13,930 55 △2 
27,385 46 △7 

36,191,005 320,234 △165,517 
注）計数はそれぞれ四捨五入しているため，合計とは一致しません

企業会計 （単位：千円）
歳出決算額 歳入歳出差引額 累積収支額
12,624,393 151,325 
1,065,529 △375,756 
3,471,576 456,772 
2,552,783 △1,673,702 

265,935 113,891 
443,636 △249,436 

4,370,163 538,502 
4,351,515 △2,176,103 
2,380,430 63,674 

937,906 △212,627 
16,858,013 359,781 

98,637 △51,837 
注）企業会計は消費税および地方消費税込額です

注）計数はそれぞれ四捨五入しているため，歳入歳出差引額とは一致しません

モーターボート
競走事業

 収益的収入及び支出 17,217,794 
458,363 

 資本的収入及び支出 46,800 

 収益的収入及び支出 2,444,104 
△401,454 

 資本的収入及び支出 725,279 

市 債

会　　　　計　　　　名

 資本的収入及び支出

 収益的収入及び支出

使用料及び手数料

繰 入 金
諸 収 入

交通事業

そ の 他
合 計

合　　　　　計

 収益的収入及び支出
 資本的収入及び支出

会　　　計　　　名

款
市 税

地方交付税

国県支出金

地方消費税交付金

 資本的収入及び支出

病院事業

水道事業

工業用
水道事業

下水道事業

 資本的収入及び支出
 収益的収入及び支出

 収益的収入及び支出

歳入歳出
差 引 額

実質単年度
収　　　支

歳入決算額

2,892,800 
19,161,307 

14,351,363 

36,511,239 
27,431 

31,246 
21,549 

歳入決算額

921,181 

379,826 
194,200 

4,908,665 
2,175,412 

令和元年度各会計における決算状況は，次のとおりである。

△5,158,697 

1,007,318 

571,631 

12,775,717 
689,773 

3,928,348 
879,081 

11,558 
13,985 

国 民 健 康 保 険 事 業
後 期 高 齢 者 医 療 事 業
介 護 保 険 事 業
中 小 企 業 勤 労 者 福 祉 共 済 事 業
農 業 共 済 事 業
鴻 池 財 産 区
荒 牧 財 産 区
新 田 中 野 財 産 区



一般会計における財産の状況　（令和元年度末）

各会計における地方債及び一時借入金の現在高　（令和元年度末）
　(1)地方債

①一般会計
(事業別) （単位：千円） (借入先別) （単位：千円）
建 設 事 業 等 24,652,343 財 務 省 18,121,661
住 宅 資 金 貸 付 3,150 郵 便 貯 金 2,359,381
公 営 企 業 出 資 2,245,132 簡 易 生 命 保 険 297,496
災 害 救 助 155,513 地方公共団体金融機構 30,039,758
災 害 復 旧 118,531 市 中 銀 行 6,339,769
臨 時 財 政 対 策 31,931,832 共 済 組 合 等 473,204
そ の 他 527,076 兵 庫 県 155,513

そ の 他 1,846,795
合　　　　計 59,633,577 合　　計 59,633,577

基　　金市の所有する建物床面積 市 の 所 有 す る 土 地
17,414,194 千円601,965 ㎡ 1,826,456 ㎡



③企業会計
　（会計別） （単位：千円） (借入先別) （単位：千円）

2,161,966 2,149,070
12,896

0
0

2,161,966

12,426,619 3,506,531
8,881,822

38,266
12,426,619

444,179 167,203
276,976
444,179

28,795,387 3,101,550
13,887,398
8,104,748
3,701,691

28,795,387

980,800 880,800
100,000
980,800

49,000 49,000
49,000

　（２）一時借入金
①一般会計
　な　し

②特別会計
　な　し

③企業会計
　な　し

合　　計

地方公共団体金融機構
工 業 用 水 道 事 業 財 務 省

水 道 事 業

市 中 銀 行

財 務 省
地方公共団体金融機構

市 中 銀 行
合　　計

財 務 省
地方公共団体金融機構

合　　計

地方公共団体金融機構

合　　計

簡 易 生 命 保 険

そ の 他

市 中 銀 行

病 院 事 業 財 務 省
地方公共団体金融機構
市 中 銀 行
そ の 他

合　　計

合　　計

下 水 道 事 業

モ ー タ ー ボ ー ト 競 走 事 業

交 通 事 業



６　健全化判断比率及び資金不足比率

　(1)健全化判断比率
（単位：％）

令和元年度

決　　 算

－ 20.00

－ 30.00

5.9 35.0

－

　(2)資金不足比率
（単位：％）

20.0

20.0

20.0

20.0

20.0

20.0

備考　資金不足が生じない場合は，「－」と記載している。

令和元年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率は，次のとおりである。

病院事業会計

水道事業会計

工業用水道事業会計

特別会計の名称

①実質赤字比率

②連結実質赤字比率

交通事業会計

③実質公債費比率

④将来負担比率

－

350.0

－

備考　①②について，実質赤字額及び連結実質赤字がない場合は，「－」と記載している。

備　考

－

－

モーターボート競走事業会計

経営健全化基準

－

備　考

11.43

16.43

財政再生基準早期健全化基準

下水道事業会計

－

令和元年度

決　　 算

25.0


